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研究成果の概要： 本研究では、成層圏および対流圏における全球オゾン分布の変動とその気

候影響について、主に数値モデルシミュレーションを用い、総合的に実験・解析を行った。ま

ず、対流圏化学を中心に開発された化学気候モデル CHASER に成層圏化学過程の計算を導入し、

成層圏・対流圏オゾンの同時シミュレーションを可能にした。さらに、本モデルを用い過去か

ら現在までのオゾン変動とその気候影響についての再現計算を実施した。この結果、観測デー

タに見られるような対流圏オゾン変動については、前駆汚染物質の増加による影響だけでなく、

成層圏オゾン減尐（オゾン層破壊）に伴うオゾン流入量減尐の影響も重要であることが定量的

に明らかになった。 
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１．研究開始当初の背景 
 成層圏のオゾン（オゾン層）は生物に有害
な紫外線を遮断するという重要な役割を持
ち、気候変動に対しても無視できない要因で
ある。一方対流圏中でも窒素酸化物（NOx）
や炭化水素類などの大気汚染物質から化学
反応を介してオゾンが生成される。対流圏に
おけるオゾンはオキシダントとして植物・人
体に有害であるだけでなく、強力な温室効果
気体としても重要である。さらに対流圏オゾ

ンは水酸化ラジカル(OH)の生成や化学反応
過程を介してメタンなどの他の温室効果気
体および大気エアロゾルの濃度をも左右す
る。近年の衛星観測が示すように、成層圏で
は 1980 年頃から顕著なオゾン減尐傾向が確
認されており、南極春季の極域成層圏雲
(PSCs)に伴うオゾンホールはその象徴とも
なっている。その一方で対流圏中のオゾン濃
度は逆に顕著な上昇傾向を見せており、北半
球の地表観測からは 20 世紀中に地表付近の
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オゾン濃度は 2～3 倍に増加したことが示
されている。成層圏でのオゾン減尐は主に大
気中のフロン等のハロゲン化合物の増加に
起因し、対流圏オゾン増加については大気汚
染による NOx などのオゾン前駆気体の放出
(emission)増加によるものと考えられる。し
かしながら最近、このような成層圏・対流圏
オゾンの変動過程を評価・予測する際には同
時に気候変動の影響も無視できないことが
研究代表者らの研究などにより認識され始
めている(例えば Nagashima et al., 2001; 
Sudo et al., 2001,2003)。特に今後予期さ
れる地球温暖化は温度・水蒸気・大気循環の
変動を通して成層圏および対流圏のオゾン
分布に大きな影響力を持つと予想され、将来
の全球オゾン分布に対しての重要な変動要
因と考えられる。また、成層圏および対流圏
のオゾン変動はそれぞれが独立ではないこ
とにも注意が必要である。特に下部成層圏の
オゾン量はオゾンの成層圏・対流圏間交換量
(Stratosphere/Troposphere Exchange: STE)
を決定し対流圏中のオゾン分布に大きな寄
与を及ぼすため、成層圏オゾン変動が対流圏
オゾン分布に与える影響も無視できない。さ
らにこのオゾン STE が将来の温暖化に伴う成
層圏循環(Brewer-Dobson 循環)の強化により
顕著に増加する可能性もこれまでの研究に
より指摘されている(Sudo et al., 2003)。 
 したがって全球オゾン分布変動の正確な
評価・予測のためには成層圏・対流圏オゾン
の(1)大気汚染(前駆気体 emission)、(2)ハロ
ゲン化合物変動、(3)気候変動に対する各応
答およびこれらの複合的な相互作用につい
て総合的かつ定量的な理解が求められる(図
1)。 
 
 そこで本研究では成層圏・対流圏オゾン化
学の同時シミュレーションが可能な化学・気
候モデルにより全球オゾン場の長期再現実
験を行い、20 世紀中に実際に観測された全球
オゾン分布変動(成層圏オゾン減尐・対流圏
オゾン増加)に対して上述の各変動要因がそ
れぞれどのように影響していたかを定量的

に評価し、成層圏・対流圏オゾンの複合的な
変動過程を解明する。 
 
２．研究の目的 
本研究の具体的なターゲットは以下の通り

である。 
 
(1) 研究代表者が開発した化学・気候モデ

ル CHASER(現状では対流圏化学中心)にオゾ
ンホール化学も含めた成層圏化学過程を導
入し成層圏・対流圏オゾンの同時高精度シミ
ュレーションを可能にする。 
 
(2) 20 世紀初頭から現在までの大気汚染に

よる対流圏オゾン分布の変動および 1970 年
代以降のフロン等ハロゲン化合物の増加に
よる成層圏オゾン量の変動を CHASER モデル
による再現実験を通じてそれぞれ同時に明
らかにする。特に成層圏・対流圏の複合領域
であり、放射収支にも重要な役割を果たす対
流 圏 界 面 領 域 (Upper Troposphere/Lower 
Stratosphere: UT/LS)のオゾン変動に注目し、
対流圏(大気汚染)起源のオゾン増加と成層
圏(ハロゲン)起源のオゾン減尐の相反する
変動要因がどのように影響し合っていたか
を各種観測データも交えて評価する。 
 
(3) これら対流圏・成層圏のオゾン変動過

程に対して現在までの気候変動(年々変動お
よび温暖化)が大気温度場・循環場の変動を
通じてどのように影響していたかを実験・評
価する。この際、これまでの温暖化による成
層圏循環の強化や対流圏界面の上昇傾向な
どが成層圏・対流圏間のオゾン交換量(STE)
に与える影響（上述：Sudo et al. [2003]）
を解析する。 
 
(4) 各変動要因(大気汚染・ハロゲン量増

加・気候変動)ごとの対流圏・成層圏オゾン
分布変動を整理し、更にそれぞれが及ぼす放
射強制力を計算することにより気候への影
響(feedback)を評価する。 
 

３．研究の方法 
 研究は全球化学気候モデル CHASER と各種
観測データを使用し、成層圏・対流圏の全球
オゾン分布の変動要因を組織的に解明する。
H18 年度の段階で永島研究員の協力の下に、
現状では対流圏化学中心の CHASER モデルの
計算領域を成層圏・中間圏にまで拡張し、本
モデルによる現在の気候値実験についてオ
ゾン分布等の結果を各種観測データを用い
て詳しく評価する（H19 年度）。この際オゾ
ン・関連気体の成層圏・対流圏での各分布に
ついて最近の衛星データによる検証を行い、
妥当性の確認を行った上で H20 年度には 20
世紀オゾン変動の再現実験を実施し、結果を

 

図 1. 成層圏・対流圏オゾンの変動要因と

各要因間の相互関係。 



 

 

解析する。 
 
４．研究成果 
 
(1)化学気候モデルへの成層圏化学の導入 

本研究では全球対流圏化学モデル CHASER
（Chemical AGCM for Study of Atmospheric 
Environment and Radiative Forcing) (Sudo 
et al., 2002a, b, 2003)を基本とし、対流
圏オゾンおよび成層圏オゾンの変動とその
気候影響を見積もる。CHASER は、東京大学気
候システム研究センター (CCSR) 、国立環境
研究所 (NIES)、海洋研究開発機構・地球環
境フロンティア研究センター（FRCGC）で共
同開発されてきた大気大循環気候モデル 
CCSR/NIES/FRCGC AGCM を土台としている。
CHASER モデル中では化学反応に加え、大規模
移流輸送、積雲対流による鉛直輸送、人為・
自然起源地表 emission、雷による NOx 生成、
湿性/乾性沈着が考慮され、光化学過程では
対流圏光化学の基本サイクル
(O3-NOx-HOx-CO-CH4) と非メタン炭化水素
(NMHCs)の酸化反応、および不均一反応が考
慮されている（表１）。本モデルで計算され
たオゾンや各オゾン前駆気体の分布は各観
測値と整合的であり、オゾン生成・消滅過程
の表現の妥当性が確認されている (Sudo et 
al., 2002b)。 

本研究では、成層圏オゾン化学も含めた議
論を行うため、CHASER モデルに成層圏化学過
程を導入する作業を行った。まず、本モデル
に以下の化学種をトレーサーとして新たに
導入した。 
・ClOx = Cl + ClO + (ClO)2 + OClO 
・Cl2、Br2 
・BrOx = Br + BrO 
・BrONO2 
・HOBr, HBr, BrCl, CH3Br 
・H1211、H1301 
・OCS 
・CFC11, CFC12, CFC113、HCFC22 
・CH3Cl, CCl4, CH3CCl3 
 
このうち、CFCs,HCFCs などのハロゲン前駆物
質に関しては、年々ごとの地表濃度を与え、
実験を行う。また、これらの化学種について、
オゾン破壊に関する化学反応系（約 50 本）
をモデルに新しく導入した。この際、成層圏
における光解離過程の正確な表現を行うた
め、CHASER で使用されていた放射スキームを
新 version(MSTRN-X, Sekiguchi 2006)に更新
した。さらに、極域におけるオゾンホール（オ
ゾン破壊）を表現するため、Akiyoshi et al. 
(2004)による PSCs（極域成層圏雲）生成スキ
ーム、および PSCs 上の不均一反応スキーム
(Nagashima et al., 2001)も導入した。モデ
ル最上層の高度は CHASER では、40 km であ

ったが、本研究では、約 80 km とした。 
 図２は、本研究で拡張された CHASER モデ
ルにより計算されたオゾンカラムの時空間
分布の衛星観測（TOMS）との比較である。 
これによると、CHASER は、低緯度のオゾン量
や、中高緯度のオゾン南北勾配については、
観測をよく再現しているものの、北半球高緯
度春季のオゾンは過大評価傾向であり、南極
オゾンホールについては、80 DU 程度の過小
評価が見られる。北半球高緯度春季のオゾン
過大および南極オゾンホールの過小評価は、
力学過程とリンクしている可能性も大きく、
重力波パラメタリゼーションなどについて、
再検討する必要がある。 
 
(2) 過去の全球オゾン場の再現計算 
 上述のように改良された CHASER モデルを
用い、２０世紀における全球オゾン場の変動
再現実験を行い、計算結果の評価を行った。 
 地表オゾン変動の再現結果として、特に変
動が大きかった 1970 年以降に着目し、北半
球平均地表オゾン濃度の時系列を図 3に示す。
80 年代以降はヨーロッパで前駆気体エミッ
ションの減尐、北米でエミッション増加傾向
の鈍化がみられるが、中国などのアジア域の
エミッション増加が顕著であるため、ほぼ直
線的なオゾン増加が計算されている。また、
このような地表オゾン変動のシミュレーシ
ョン結果を各地点について、オゾン長期観測
データと比較したところ、定量的にも、ほぼ
整合的であることが確認されている。 
 次に、全球オゾン変動場に対して、ハロゲ
ン化学種による成層圏オゾンの破壊と、汚染
物質（前駆気体）増加による対流圏オゾンの
増加がそれぞれどのような役割をしていた
かについて、実験結果の解析を行った。図 4 

 

図 2. 帯状平均オゾン全量（カラム）の衛星観

測データ(TOMS)との比較。 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
は、CHASER で計算された対流圏オゾン増加、
および成層圏オゾン減尐の寄与を示す。大気
汚染による前駆気体増加は北半球圏界面領
域にオゾン増加のピークを生じさせること
が分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
さらに成層圏オゾン破壊の効果を考慮する
と、成層圏におるオゾン量が顕著に減尐する。
同時に、対流圏内においても有意なオゾン減
尐がみられるが、成層圏オゾン破壊により、
成層圏から対流圏へのオゾン流入量が顕著
に減尐していることを反映したものである。 
 次に、このようなオゾン分布変動が観測と

整合的であるかを確認するため、オゾンゾン
デ（WMO ステーション）による長期観測デー
タと比較を行った（図 5）。CHASER は、観測
から得られるオゾンの対流圏での増加およ
び成層圏での減尐を定量的にもよく再現し
ている。また、成層圏におけるオゾン破壊の
効果は、成層圏内に限らず、対流圏内でも顕
著であることが示唆される。 
 
 
 
 
 
 
 
(4) オゾン変動が及ぼす気候影響 
 本研究では、20 世紀中の対流圏オゾン増加
および成層圏オゾン減尐が、それぞれどのよ
うな気候影響を引き起こすかについて、放射
強制力と気候応答を評価した。 
 
①放射強制力の計算・評価 
 ここでは、図 13 に示したオゾン分布変動
がどのような放射強制力を持つかについて
評価を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
(3) オゾン変動が及ぼす気候影響 
① 放射強制力の計算 
対流圏オゾンの増加は、中東域を中心とす

るユーラシア大陸中央で大きな強制力（> 1 W 
m-2）を及ぼすことが分かる。また、オゾン増
加の不均一な水平パターンは放射強制力の
分布にも顕著に影響することも確認された。
本研究で得られた、対流圏オゾン増加の放射
強制力は、0.49 W m-2であり、二酸化炭素な
どの長寿命温室効果気体(LLGHGs)の強制力
（0.22 W m-2）と比較しても無視できない影
響を及ぼすことが示唆される。 
 
② 気温平衡応答の評価 
 対流圏オゾン増加および成層圏オゾン減
尐に対し、気候平衡応答実験を実施した。こ
こでは、複数のシナリオを設定し、対流圏オ
ゾン増加、成層圏オゾン破壊、LLGHGs の変動、
それぞれの影響を詳しく見積もった。 この
結果、対流圏オゾン増加は、対流圏全域で昇
温を生じさせ、特に熱帯域上部対流圏で 0.5 K 
以上の強い加熱を及ぼすことが分かった（図
6）。対流圏オゾン増加は同時に、熱帯域下部
成層圏において、強い冷却をもたらしている
ことにも注意が必要である。成層圏オゾンの

 
 
図 3. CHASER により計算された、北半球平均の

地表オゾン濃度の経年変化（1970-2006 年）。 

 
 
図 4. CHASERにより計算された年平均オゾン変

動分布（2006 年と 1850 年の差分）。上は、対流

圏オゾン増加（大気汚染物質増加による）のみ

を考慮、下は、対流圏オゾン増加に加え、成層

圏オゾン破壊も考慮した実験結果を示す。 

 
 
図 5. 1970 年から 2000 年までのオゾン変動の鉛

直プロファイル。白丸はオゾンゾンデ観測デー

タ、線は CHASER による計算結果であり、破線

は対流圏オゾン増加のみを考慮した計算、実線は

それに加え成層圏オゾン減尐を加味した計算を

それぞれ示す。 



 

 

減尐も加味した場合、成層圏全域で降温とな
る。成層圏オゾンの減尐は、対流圏オゾン（増
加）量を減尐させるため（図 4）、対流圏にも
影響し、対流圏オゾン増加による昇温を緩和
するように働いている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7 は、LLGHGs、対流圏・成層圏オゾンの各
変動による気温応答プロファイル（各緯度
帯）を示す。対流圏・成層圏におけるオゾン
変動はともに成層圏で降温を生じさせるが、
LLGHGs による降温よりも低い高度に影響し
ている。高緯度では、LLGHGs 増加は成層圏に
おいて Brewer-Dobson 循環の強化を起こす
ため、下部成層圏で昇温（断熱圧縮による）
をもたらす。しかしながら、オゾン変動に対
しては、このような降温パターンは見られな
い。 
 表 1に、全球・半球平均の気候応答をまと
める。対流圏オゾン増加は北半球で、0.3℃
以上の強い昇温を起こし、成層圏オゾン減尐
の影響も無視できない。成層圏オゾン減尐に
よる 0.04℃の降温は、長波加熱の減尐の効
果だけでなく、対流圏へのオゾン流入量減尐
による間接的な効果も含んでいる。 
 
表 1. オゾン、LLGHGs 変動による気候応答 

 全球 北半球 南半球 

対流圏 O3
増加 +0.28 

o

C  +0.31 
o

C +0.25 
o

C 

成層圏 O3
減尐 -0.04 

o

C  -0.04 
o

C  -0.04 
o

C 

全O3変動 
+0.24 

o

C +0.20 
o

C  +0.21 
o

C  

LLGHGs +2.29 ℃ +1.78℃ +2.80 ℃  
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